
令和４年度　事務事業総点検表

総務

Ｒ３ Ｒ２ R1

秘
書
課

1
功労者表彰
事業

～
市

（直営）

市の公益に寄与
し、又は市行政の
進展に功績のあっ
た者又は団体を表
彰し、功績を称え
る。

①各課へ表彰対
象者推薦依頼
②表彰審査委員
会の実施
③静岡市功労者・
有功者表彰式の
開催

①表彰審査委
員会の開催
②式典の実施

①実施
②１回

①実施
②１回

一
般

2,704 0 1,915 0.2 0.0
①表彰候補者と
して決定した者
を表彰した割合

100% 100% 100% 100%

表彰候補者においては、表
彰審査委員会を経て市長が
決定しており、決定された表
彰候補者を漏れなく表彰す
る必要があることから、本目
標値を設定する。

100% A A

決定された表彰候補者を漏れなく
表彰し、受賞者の栄誉を称えること
ができた。
また、受賞者への記念品として地
場産品を使用するとともに、式典内
で静岡市歌を流すことで、受賞者
及び参列者が郷土「静岡市」に思
いを馳せる機会を創出することが
できた。

静岡市功労者表彰条例、静岡市
功労者及び静岡市有功者表彰規
則等に基づき候補者の選考を行っ
ているが、受賞分野に偏りが生じ
ないよう、幅広い分野において情
報収集し、候補者の掘り起こしに
努めるよう、引き続き各所管に働き
かけを行っていく。

広
報
課

2 市政PR事業 ‐
市

（直営・委
託）

市民に対して、市
政に関する情報を
発信し、市政への
理解・参画を促
す。市外に対して
は、市政をPRする
ことで、静岡市の
好感度の向上を図
る。

各種媒体を活用し
たPR広告を行うと
ともに、インター
ネットを活用した情
報発信、市政情報
番組を制作し、放
映する。

①ラジオ・TV・
新聞・フリー
ペーパー等によ
るPR広告
②市ウェブサイ
ト・Facebook・
Youtube等によ
る情報発信
③市政情報番
組の制作

①1,480
回
②2,200
件
③24回

①1,501回
②3,692件
③24回

一
般
93,346 ― 92,269 4.0 2.0

①報道提供資
料の報道取り上
げ率
②SNSのフォロ
ワー数(LINE除
く)

①70％
②
32,000

①64％
②
27,783

①67％
②
23,993

①67％
②
17,998

①過去３年の実績より
②R１～３年度までのフォロ
ワーの増加実績の平均より

①55％
②
33,425

A A
指標のうち①は未達成であるが、
②は達成したため

多くの皆さんに市の発信する情報
に接する機会をより多く創出すると
ともに、情報に接した皆さんの行動
を促すような内容を発信することが
必要。
そのために、各課と協議・調整し、
発信する内容をブラッシュアップし
ていく。

広
報
課

3
広報紙作成
事業

S 25 ～
市

（直営・委
託）

市民に対して、市
の各種施策や事
業方針などをお知
らせし、市政への
協力をお願いする
と共にまちづくりへ
の参加を促す。

①毎月１回発行
（年12回）
②タブロイド判原
則16ページ
③発行部数　約
266，300部

①広報紙の発
行
②静岡市第３次
総合計画の重
点プロジェクトを
広報紙に掲載

①年12
回発行
②12回
以上掲
載

①年12回発
行
②延べ25回
掲載

一
般
40,651 ― 33,029 3.1 1.5

市民意識調査
「市政運営に対
する関心度」

80% 75.4% 73.6% 75.5%
直近３か年の実績から80％
以上を目標値とした。

68.90% B A

新型コロナウイルス感染症の影響
で広報紙面の掲載内容に苦慮す
るなか、年12回発行し、静岡市第３
次総合計画の重点プロジェクトを
毎月掲載した。

イベント等の再開に伴い情報が増
加するなかで、市民が必要な情報
（掲載内容）の取捨選択が課題。
市民にとって必要な情報かどうか
を常に意識し、市政運営に対する
関心度を高める。

広
報
課

4
中部５市２
町ｲﾍﾞﾄﾆｭｰ
ｽ発行

H 30 ～
市

（直営・委
託）

連携中枢都市圏
域内の交流人口を
増やす。

・中部5市2町イベ
ントニュースの発
行

イベントニュース
の発行

年４回
１回12ﾍﾟｰｼﾞ
年３回発行

一
般
30,000 ― 29,990 0.9 0.5

イベントニュー
スの発行回数

４回 ３回 ２回 ４回
各市町と協議の上、季節毎
のイベント情報を発信すると
いうことで、年４回とした。

４回 A A

タブロイド紙版３回、デジタル版１
回を発行し、目標を達成した。デジ
タルと台紙を併用したスタンプラ
リーを実施し、５市２町内の交流人
口増に貢献した。公式アプリを開
発、運用を開始することで、交流人
口を増やすことに貢献した。

アプリを媒体としたイベントニュース
のデジタル配信を視野に入れ、ア
プリダウンロード件数増加を目標と
する。新規購読者開拓と購読者へ
のアプリダウンロードを促すためア
プリ上でアンケート企画を実施す
る。

広
報
課

5
アンケート
事業

S 28 ～
市

（直営・委
託）

市政の課題等に関
する市民の意識を
迅速に把握し、こ
れを施策の企画そ
の他行政運営上の
基礎参考資料とし
て活用する。

市民意識調査は
3,000人、市政アン
ケートモニター調
査は150人を対象
に行い、集計結果
を市施策の参考資
料として活用す
る。

①市民意識調
査の実施
②市政アンケー
トモニター調査
の実施

①１回
②６回

①１回
②６回

一
般

2,667 ― 2,233 1.0 0.0
アンケート結果
の事業への活
用度

100% 100% 100% 100%

実施にあたっては、事前に
調査の目的や結果の活用
について明示しているた
め、活用度は100％を予想
値として算出。よって、実施
後の調査結果活用につい
ても100％の目標値を設定
した。

100% A A

市民意識調査及び市政アンケート
モニター調査を計画どおり実施し、
調査結果を所管課に提供するとと
もに、報告書をホームページに掲
載した。
調査結果の活用状況は現在調査
中。

市民意識調査は今年度から導入し
たインターネット回答方式の効果
検証を行い更なる回答率向上を図
る。アンケートモニター調査では若
年層や男性のアンケートモニター
への応募者の増加を図り、採用者
の構成比が静岡市の人口構成比
に近づける取組を進める。

広
報
課

6
コンシェル
ジュ事業

H 30 -
市

（直営）

職員がコンシェル
ジュとして、来庁者
への声かけや付き
添い等を実践する
ことにより、市民
サービスの向上を
図るとともに、職員
の育成に繋げま
す。
また、局内研修の
実施により、コン
シェルジュ以外の
職員にもおもてな
しマインドを波及さ
せます。

①コンシェルジュ
の配置
②局内研修の実
施
③コンシェルジュ
事業の情報発信

①コンシェル
ジュの実施（３庁
舎）
②局内研修の
実施
③コンシェル
ジュ通信の発行

①223回
②全庁で
実施
③４回

①219回
②全庁で実
施
③４回

一
般

1,415 ― 1,377 1.0 0.0

①市民満足度
（コンシェルジュ
が対応した市
民）
②市民応対力
が向上したと認
識した職員コン
シェルジュの割
合

①95％
②96％

①95％
②92％

①96％
②96％

①94％
②
100％

①直近３年間の実績の平均
値から、目標値を95％以上
とした。
②直近３年間の実績の平均
値から目標値を96％以上と
した。

①99％
②54％

B B

３庁舎にコンシェルジュを配置し、
来庁者への声かけや付き添い等を
行った。局内研修を通して庁内へ
のおもてなしマインドの波及を図っ
た。
指標②については、職員コンシェ
ルジュ自身による自己評価により
算出している。今回、コンシェル
ジュの経験を通じ、自身の市民応
対に改善の余地があると感じる職
員が多かった。数値は目標を下
回ったものの、職員の向上心を評
価する。

活動回数・時間の妥当性や、職員
総コンシェルジュに向けた取組な
ど、実施方法についてさらなる検
討を行うとともに、庁内に向けて事
業の目的及び必要性の周知を図
る。

局

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

広
報
課

7
コールセン
ター事業

H 19 ～
市

（委託）

市民からの問合せ
等に対し、ワンス
トップサービスで対
応するとともに、職
員の電話応対の軽
減を図る。

①FAQを参照し、
可能な限り回答・
案内する「等居合
わせ等応対業務」
を実施する。
②イベント等の参
加申込受付のため
の「申込受付業
務」を実施する。

①FAQの年次
更新
②業務定例会

①１回
②12回

①１回
②12回

一
般
25,296 ― 25,296 0.5 0.0

コールセンター
の一時対応完
了率

97% 98% 97% 97%
直近３か年の平均値から
97％を目標値として設定し
た。

95% A A

各課に随時の更新を依頼したほ
か、広報課主導の年次更新により
FAQサイトに最新情報を掲載し
た。また、毎月の業務定例会の実
施により、問い合わせの多い案件
について情報共有を行った。

R4年度の台風15号による被災状
況等を踏まえ、発災時のコールセ
ンターの運用に関する他都市の状
況調査及び運用体制の見直しに
ついて検討を行う。

広
報
課

8
シティプロ
モーション
の推進

H 19 ～
市

（直営・委
託）

さくらももこ氏のイ
ラストを使用した
「静岡市はいい
ねぇ。キャンペー
ン」の実施により、
市内に対しては市
民の郷土愛の醸
成、市外に対して
は本市の認知度
及び都市イメージ
の向上を図る。

「静岡市はいい
ねぇ。」イラストを活
用した市の取組・
情報等の発信に
かかるイラストの使
用受付および使用
許可、監修・アドバ
イス

イラストを使用し
たプロモーショ
ン事業件数

70件 82件
一
般
21,425 0 10,302 0.5 0.5

関係各課のイラ
スト使用希望に
対する実施割
合

78% 84.44% 80.00% 70.70%
直近３か年の平均値を目標
値として設定した。

81% A A

イラストを使用したプロモーション
事業件数・イラスト使用希望に対す
る実施割合は共に増加傾向にあ
り、本市の認知度向上に寄与して
いると判断したため。

静岡市はいいねぇ。というフレーズ
およびイラストから静岡市の認知に
繋がるよう、広告掲出の場所の検
討や新規ノベルティの作製等実施
していく。

広
報
課

9
静岡市都市
認知度向上
事業

H 27 ～
市

（直営・委
託）

地域資源を活か
し、国内外へ向け
た情報発信を行う
ことで、市の魅力
度の向上を図る。

PRの専門家を活
用したメディアへ
の情報発信

プレスリリース回
数

12回以
上

24回
一
般
12,961 0 12,910 0.7 0.2

①情報接触度
（静岡市につい
て見聞きしたこ
とがある人の割
合）
②広告効果

①60％
②16億
円

①
55.9％
②11億
円

①
53.0％
②16億
円

①
58.4％
②21億
円

①３次総後期終了時の目標
（R４:60％）と同数値を目標
値として設定した。
②直近３か年の平均値を目
標値として設定した。

①
62.9％
②13億
円

①A
②B

A

広告効果は目標値を下回っている
ものの、メディア露出件数は前年
度以上となっており、かつ、もう１つ
の成果指標である情報接触度は
前年度及び目標値を上回っている
ことから、メディア露出の成果が現
れているため。

今後も計画的なプレスリリースを継
続していくほか、首都圏メディアを
招聘したプレスツアーを開催する
など、メディア露出に直接繋げるこ
とのできる効果的な事業を実施し
ていく。

広
報
課

10

静岡駅北口
地下情報発
信コーナー
運営業務

H 21 ～
市

（直営・委
託）

来訪者や市民に
向けた地域資源、
市の取組等のPR
を実施する。

静岡駅北口地下
シティプロモーショ
ンスペース活用し
た展示及び実証
実験の実施

①展示および社
会実験の件数
②展示および社
会実験の稼働
日数

①15回
②298日

①18回
②297日

一
般

2,530 0 951 2.5 0.0
一日の平均訪
問客数

258人 194人 313人 269人
直近３か年の平均値を目標
値として設定した。

617人 S S

社会実験でのオープンカフェの反
響が大きく、しずチカの来場者数
が前年対比で約３倍となっており、
目標値を大きく上回ることから、市
の取組等のPRをできたと判断した
ため。

次年度よりしずチカイベントスペー
スの貸出業務の開始に伴い市民
の目に触れる機会が増加するた
め、より市政情報発信に繋がるイ
ベントを開催し市の取組等のPRを
実施していく。

広
報
課

11
フィルムコ
ミッション事
業

H 23 ～
補助等
（市・交付
先）

テレビ番組や映画
の撮影支援を行
い、映像を通じて、
都市イメージ及び
認知度の向上を図
る。

・撮影誘致、支援
・本市を舞台とした
映像作品を活用し
たプロモーション
活動
・ロケーション撮影
支援奨励金の交
付件数

①相談・情報提
供等の対応件
数
②撮影実施件
数

①60件
②30件

①98件
②32件

一
般

6,000 0 0 0.3 0.3

①情報接触度
（静岡市につい
て見聞きしたこ
とがある人の割
合）
②ゴールデンタ
イムの旅番組等
の件数

①60％
②１件

①
55.9％
②１件

①
53.0％
②１件

①
58.4％
②-

①３次総後期終了時の目標
（R４:60％）と同数値を目標
値として設定した。
②過去３年の平均値を踏ま
えた目標値とした。

①
62.9％
②６件

①A
②S

A

情報接触度は前年度及び目標値
を上回っていることから、事業の成
果が出ていると言える。また、撮影
相談件数も大きく増加し、テレビ番
組等での本市コンテンツの取り上
げに繋げることができた。

　首都圏から近い本市での撮影需
要は今後さらに増していくものと思
われるため、効果的な情報発信を
継続することで、全国メディアのテ
レビ番組等での取り上げに繋げて
いきたい。

東
京
事
務
所

12

首都圏シ
ティプロ
モーション
推進事業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

首都圏でのシティ
プロモーション強
化による静岡市
ファンの創出

・コミュニティス
ペースWework等
を活用し、首都圏
人材と静岡市とを
つなぐイベントの
開催
・地方創生包括連
携協定を締結して
いる企業の首都圏
店舗において、市
内産品等をPRす
るイベントの開催。

シティプロモー
ション関連イベ
ントの開催

６回 12回
一
般

5,951 0 4,782 1.5 0.0

静岡市の「いい
ねぇ。」届け隊
（※）への新規
加入者数（個人
及び店舗）

※静岡市と離れた
ところ（主に東京）
から、静岡市のこと
を盛り上げようと
思っている人たち
の集まり。

30件 30件 ５件 48件
過去３年間の新規加入者数
の平均値から算出。

60件 S S

活動指標、成果指標ともに目標値
を大幅に上回ることができた。市事
業や市産品を活用した体験型のイ
ベントを多く展開し、目標以上の
「静岡市の『いいねぇ。』届け隊」新
規加入者数につなげることができ
た。

より多くの参加者を集められるイベ
ントを実施していきたいことから、東
京事務所単独でイベントを実施す
るだけでなく、庁内各課や市内民
間企業と連携し、それぞれの強み
を生かしたイベントを展開してい
く。

総
務
課

13

各区支所管
理運営事務
（葵区井川
支所）

H 17 ～
市

（直営）

交通上及び地形
上の問題等を踏ま
え、市民生活に密
接した事務を処理
し、地域住民の便
宜を図る。

戸籍、住民基本台
帳、印鑑登録、斎
場の利用許可、国
民健康保険、国民
年金等の窓口事
務及び自治会・町
内会との連絡事務
など

窓口事務にお
ける事務事業事
故発生件数

０件 ０件
一
般

7,922 ― 7,067 0.1 0.0
支所窓口での
アンケートにお
ける市民満足度

95% 89% 94% 100%

多様化、高度化する市民
ニーズに応えた支所窓口の
環境整備、人材育成ができ
ているかを測る指標として、
市民満足度を設定した。

100% S A
各事務を適正に執行し、支所とし
ての役割機能を果たした。

引き続き、窓口業務を適正に執行
する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

総
務
課

14

各区支所管
理運営事務
（駿河区長
田支所）

H 17 ～
市

（直営）

交通上及び地形
上の問題等を踏ま
え、市民生活に密
接した事務を処理
し、地域住民の便
宜を図る。

戸籍、住民基本台
帳、印鑑登録、斎
場の利用許可、国
民健康保険、国民
年金等の窓口事
務及び自治会・町
内会との連絡事務
など

窓口事務にお
ける事務事業事
故発生件数

０件 ０件
一
般

3,851 ― 2,550 0.1 0.0
支所窓口での
アンケートにお
ける市民満足度

95% 100% 100% 100%

多様化、高度化する市民
ニーズに応えた支所窓口の
環境整備、人材育成ができ
ているかを測る指標として、
市民満足度を設定した。

100% S A
各事務を適正に執行し、支所とし
ての役割機能を果たした。

引き続き、窓口業務を適正に執行
する。

総
務
課

15

各区支所管
理運営事務
（清水区蒲
原支所）

H 17 ～
市

（直営）

交通上及び地形
上の問題等を踏ま
え、市民生活に密
接した事務を処理
し、地域住民の便
宜を図る。

戸籍、住民基本台
帳、印鑑登録、斎
場の利用許可、国
民健康保険、国民
年金等の窓口事
務及び自治会・町
内会との連絡事務
など

窓口事務にお
ける事務事業事
故発生件数

０件 ０件
一
般

6,568 5,494 0.1 0.0
支所窓口での
アンケートにお
ける市民満足度

95% 100% 100% 100%

多様化、高度化する市民
ニーズに応えた支所窓口の
環境整備、人材育成ができ
ているかを測る指標として、
市民満足度を設定した。

100% S A
各事務を適正に執行し、支所とし
ての役割機能を果たした。

引き続き、窓口業務を適正に執行
する。

総
務
課

16
組織関係事
務

-
市

（直営）

総合計画を推進
し、社会情勢の変
化に対応するため
の組織機構を整備
する。

①組織機構や所
管事務の見直し
②翌年度の組織
体制の整備

①各局要望ヒア
リングの実施
②査定の実施
（一次・調整）
③関係例規の
改正

①１回
②２回
③１回

①１回
②２回
③１回

一
般

177 ― 86 1.5 0.0
行政需要に応
じた組織機構改
正

行政需
要に応
じた組
織機構
改正の
実施

行政需
要に応
じた組
織機構
改正の
実施

行政需
要に応
じた組
織機構
改正の
実施

行政需
要に応
じた組
織機構
改正の
実施

行政需要に応じた最適な組
織機構改正が実施されてい
ることを目標として設定し
た。

行政需
要に応
じた組
織機構
改正の
実施

A A

　第４次総合計画を着実に推進す
るため、例えばDX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽ
ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）やGX（ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽ
ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進に向けた体制
の強化、誰もが活躍するまちの実
現に向けた体制の強化など、行政
需要の変化に対応するための組
織機構改正を行った。

今後も引き続き、行政需要の変化
に柔軟に対応するための組織機
構の整備を行っていく。

総
務
課

17
定員管理事
務

-
市

（直営）

限られた経営資源
の中で、職員を効
率的かつ重点的に
配置することで、効
率的で質の高い行
政サービスを提供
する。

職員適正配置計
画に基づく適正配
置の実施

①各局要望ヒア
リングの実施
②査定の実施
（一次・調整）
③関係例規の
改正

①１回
②２回
③１回

①１回
②２回
③１回

一
般

320 ― 102 1.5 0.0

職員適正配置
計画に基づく正
規職員の減員
数

４人 ２０人 ６人 10人

第２次静岡市職員適正配置
計画の正規職員の減員目
標（令和５年４月１日までに
▲41人）に基づき各年度の
減員数を目標として設定し
た。

26人
増員

C B

　業務終了や労務職退職不補充
等による減員を行う一方で、第４次
総合計画の推進に向けた体制の
整備、基幹系業務システムの標準
化への対応、生活保護ケースワー
カーの充足などで必要な人員を確
保した結果、26人の増員となった。
　第２次計画期間中は正規職員41
人の減員に対し、結果として10人
の減員となったが、これは新型コロ
ナウイルス感染症対策に係る体制
の整備（25人増員）など、緊急的な
課題への対応によるものである。

第３次静岡市職員適正配置計画
（計画期間：令和５年度から令和８
年度まで）に基づき、今後も引き続
き、職員の適正配置に取り組んで
いく。

総
務
課

18
行財政改革
の推進

H 15 ～
市

（直営）

費用対効果の高い
行財政改革の取
組を推進するととも
に、諸施策の選択
と集中を図り、将来
にわたり持続可能
な市政運営を行
う。

①第３次行財政改
革後期実施計画
の着実な実施
②第４次行財政改
革推進大綱及び
前期実施計画の
策定
③指定管理者制
度の導入推進・適
切な運用
④印刷物・広報物
等への広告事業
の推進

①第３次行財政
改革後期実施
計画の進捗管
理
②第４次行財政
改革推進大綱
及び前期実施
計画の策定完
了
③指定管理者
選定委員会の
開催
④広告審査会
の開催

①実施
②策定
③随時
④随時

①実施
②策定
③ 5回
④実施

一
般

1,234 287 2.4 0.0

①第３次行財政
改革後期実施
計画の効果額
②指定管理者
施設の利用者
満足度
③新規広告媒
体数

①66.1
億円
②
90％
③
１媒体

①62.6
億円
②
92.2%
③
４媒体

①42.1
億円
②
90.5％
③
１媒体

①39.0
億円
②
88.8％
③
３媒体

①第３次行財政改革後期実
施計画の全体の効果額（計
画額）
②第３次行財政改革後期実
施計画において、90％を目
指しているため
③新規広告媒体の発掘を
毎年度推進するため。

①66.8
億円
②
92.8%
③0媒
体

①Ａ
②Ａ
③Ｃ

A

①大規模施設の新設により、総資
産量の適正化等削減額について
は、計画を下回ったものの、収入
確保として、市税等の収納率の向
上に向けた全庁的な債権管理を
着実に実施したことにより、全体と
しては計画額を達成できた。
②新型コロナウイルス感染症の影
響はあったものの、感染症対策を
講じた事業実施等各施設が工夫し
て出来ることから取り組んだことで
目標を達成できた。
③新規に導入した広告媒体はな
かったが、１件の新規媒体の次年
度以降の導入に向けて所管課とと
もに検討を行った。

①第4次行革前期実施計画推進に
際し、第3次行革の達成状況を踏
まえ、社会情勢に応じた更なる質
の向上に資する取組となるよう各
局と協議を行う。
②既存施設の管理運営状況等を
確認し、各所管課への情報提供等
を行うとともに、より民間活力を活
用できる手法の調査研究を行い、
制度の見直しに反映していく。
③更なる広告料収入確保に向け
て、他市の例等を参考に新規広告
媒体を掘り起こし、広告料収入の
拡大を図るとともに、申請事務等の
効率化を図っていく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

総
務
課

19
行政評価制
度業務

H 23 ～
市

（直営）

市が実施する政
策、施策及び事務
事業の成果、達成
度等を明らかに
し、公表すること
で、市民への説明
責任を果たす。ま
た、評価結果に基
づく見直し、改善
を図り、政策、施策
及び事務事業に
適切に反映させる
ことで、市民サービ
スの向上を図る。

①政策・施策評価
の実施
②政策・施策外部
評価委員会の実
施
③事務事業評価
の実施

①施策評価対
象施策数
②外部評価対
象数
③事務事業評
価対象事業数

①132施
策
②２政策
③全事
務事業

①132施策
②３政策
③全事務事
業

一
般

1,150 ― 81 1.4 0.0

評価結果を踏ま
えた政策・施
策・事務事業の
見直し実施

実施 実施 実施 実施

評価結果を第３次総合計画
後期実施計画や各課の事
務事業に適切に反映させる
ため、評価対象政策・施策・
事務事業の見直しを実施す
ることとした。

実施 A A

　第３次総合計画に対する政策施
策評価（内部及び外部評価）を実
施し、評価結果を予算要求や次年
度以降の計画策定に係る見直しの
参考とすることができた。
　事務事業評価については、内部
評価に加え、事務事業総点検表の
記載事項について、職員が他局の
事業を確認・評価し、適切な評価
の実施に向けた記載事項や指標
等の見直しを実施することができ
た。

　令和５年度から第４次総合計画
が始まり、新計画となっている。評
価制度は、事業や計画を改善して
いくための手段であるため、計画
に併せて評価制度も柔軟に対応
するなど、本来目的である改善や
政策への反映が適切に行われるよ
う対応や検討をしていく。

総
務
課

20
業務改善制
度

～
市

（直営）

日常的に自ら考え
行動する組織風土
を醸成するととも
に、個々の取組を
全庁的に共有し水
平展開を図ること
により、業務能率
の向上に資するこ
とを目的とする。

①全庁的に業務
改善を推進する取
組の実施
②啓発及び情報
提供
③各課の取組へ
の支援

①全庁への制
度の周知
②市長表彰の
実施
③優良な取組
の横展開

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

一
般

237 － 237 0.2 0.0
一係一改善を
達成した割合

100% 100% 100% 100%

職場及び組織全体の事務
の効率化や活性化を図る
為、一係一改善の100％達
成を目標に掲げた。

100% A A

一係一改善を達成した係の割合が
達成できたことにより、職場及び組
織全体の事務の効率化や活性化
に繋がった。また、重点的な取組
項目として「ペーパーレスの推進」
を掲げたことで、全庁で同じ目標に
向かって取組む環境が整備でき
た。

業務改善は全庁に浸透しているも
のの、所属ごとに取組み内容が異
なっているため、好事例の水平展
開の場を具体的に共有すること
や、見直しの着眼点を示すなどの
業務を見直す機会を提供してい
く。
また、今後は、これまでの実績重
視型の取組だけでなく、職員が抱
える課題を把握するなど「やるべき
こと」の視点から業務改善に繋げる
仕組みを作っていきたい。

総
務
課

21
文書管理事
務

-
市

（直営・委
託）

全庁的な文書管理
に係る事務を集中
して実施することに
より、効率的な運
営を図る。

文書の収受、発
送、保存及び印刷
に係る事務

郵便物の発送
件数

発送件
数

2,078,106
件

一
般
196,026 ― 188,048 1.0 5.0

郵便料の予算
内での執行管
理

170,38
0千円

163,11
2千円

165,82
1千円

167,86
1千円

予算要求時に次年度の郵
便発送照会（大量分）を各
課に行い需要見込みを捉え
た上で算出した。

166,83
1千円

A A
需要見込みどおりの発送実績とな
り、予算内で発送業務を行うことが
できた。

郵便発送業務に係る経費の節減
のため、割引制度の活用につい
て、継続的な庁内周知を図る。ま
た、より効率的な郵便発送業務に
ついて検討を進める。

総
務
課

22

情報公開・
個人情報保
護審議会事
務

H 15 ～
市

（直営）

情報公開及び個
人情報の保護の総
合的な推進を図
る。

静岡市情報公開・
個人情報保護審
議会・部会の準
備・運営

審議会の開催
随時実
施

①審議会２
件
②部会４件

一
般

391 ― 345 0.1 0.0
審議結果意見
書の発出件数

付議案
件によ
る

①審議
会０件
②部会
０件

①審議
会１件
②部会
1件

①審議
会２件
②部会
０件

審議会は、諮問に応じて開
催するものであり、明確な審
議結果意見書の発出件数
を示すことができないことか
ら、目標値を付議案件によ
ることとした。

①審議
会２件
②部会
４件

A A
期待どおり付議案件に応じて審
議、意見書の発出を行うことができ
た。

引続き、付議案件に応じて審議、
意見書の発出を行う。

総
務
課

23

情報公開制
度・個人情
報保護制度
運用事務

H 15 ～
市

（直営）

情報公開及び個
人情報の保護の総
合的な推進を図
る。

情報公開制度・個
人情報保護制度
の運用

各制度の運用 実施 実施
一
般

1,205 ― 715 1.7 0.1 各制度の運用 実施 実施 実施 実施

各制度の運用は、請求に応
じるものであるため、目標値
を各制度の運用にすることと
した。

実施 A A
期待どおり各制度を運用すること
ができたため。

各制度の運用を継続する。

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
課

24
行政手続に
関する事務

～
市

（直営）

行政手続法及び
静岡市行政手続
条例に基づき、そ
れぞれの所管課が
行政手続を適正に
処理することがで
きるようにすること
によって、行政手
続における公正の
確保と透明性を図
る。

①行政手続に携
わる所管課に対す
る支援（研修、指
導、助言等）
②意見公募手続
を実施する所管課
に対する支援（指
導、助言等）

①行政手続に
携わる所管課に
対する支援が適
切に実施されて
いるか
②意見公募手
続を実施する所
管課に対する支
援が適切に実
施されているか

①適切

②適切

①適切

②適切

一
般

464 0 368 0.6 0.0

①行政手続に
関する事務が
適正に処理され
ているか
②意見公募手
続に関する事
務が適正に処
理されているか

①適正

②適正

①適正

②適正

①適正

②適正

①適正

②適正

行政手続（意見公募手続を
含む。）に関する事務の処
理については、定量的な指
標を設定することは困難で
あり、かつ、妥当ではないと
考えられる。したがって、適
正に処理されたかどうかを
指標とするのが適当である。

①適正

②適正

Ａ

Ａ
A

行政手続に携わる所管課に対する
支援及び意見公募手続を実施す
る所管課に対する支援を適切に実
施したことにより、行政手続に関す
る事務及び意見公募手続に関す
る事務が概ね適正に処理されてい
ると認められるため

行政処分の理由が適切に提示さ
れていないなど、行政手続上の違
法が生じるおそれがあることから、
行政手続の適正化を図るため、令
和2年度から、各所属において、起
案する可能性がある処分の一覧表
を作成させ、管理させている。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
課
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不服申立て
（審査請求）
に関する事
務

～
市

（直営）

行政不服審査法
に基づき、不服申
立て（審査請求）を
適正に処理するこ
とによって、国民の
権利利益の救済を
図るとともに、行政
の適正な運営を確
保する。

①審理員による審
理手続の実施
②審査庁としての
事務を担う所管課
に対する支援（研
修、指導、助言
等）
③静岡市行政不
服審査会、静岡市
情報公開審査会
又は静岡市個人
情報保護審査会
の開催

①審理手続が
適切に実施され
ているか
②審査庁として
の事務を担う所
管課に対する支
援が適切に実
施されているか
③各審査会が
適時に開催され
ているか

①適切
②適切
③適時

①適切
②適切
③適時

一
般

1,500 0 1,060 2.8 0.0

不服申立て（審
査請求）が適正
に処理されてい
るか

適正 適正 適正 適正

不服申立て（審査請求）に
関する事務の処理について
は、定量的な指標を設定す
ることは困難であり、かつ、
妥当ではないと考えられる。
したがって、適正に処理さ
れたかどうかを指標とするの
が適当である。

適正 A A

審理手続、審査庁としての事務を
担う所管課に対する支援を適切に
実施したことにより、不服申立て
（審査請求）が適正に処理されて
いると認められるため

引き続き、審理手続、審査庁として
の事務を担う所管課に対する支援
を適切に実施することにより、不服
申立て（審査請求）を適正に処理
するよう努める。

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
課

26
内部統制の
推進に関す
る事務

～
市

（直営）

地方自治法に基
づき、事務の適法
性、適正性を確保
するための組織
的、全庁的な取組
として内部統制を
推進することによっ
て、事務事業事故
等の発生及び再
発を防止し、もって
市政に対する市民
の信頼を確保す
る。

①内部統制推進
委員会の運営
②事務事業危機
管理本部の運営
③職員に対する研
修・周知・注意喚
起の実施
④内部統制評価
報告書の作成

①内部統制推
進委員会の開
催回数
②職員に対する
研修の実施回
数
③内部統制評
価報告書の作
成完了

①３回
②７回
③完了

①３回
②11回
③完了

一
般

463 0 367 1.2 0.0
重大な不備の
件数

０件 ２件 ０件 ─

地方公共団体の内部統制
においては、「重大な不備」
を発生させないことが重要
であるとされている。また、
「重大な不備」の発生を防ぐ
ことは事務事業事故・ミスの
未然防止、再発防止に取り
組んだ成果でもある。した
がって、「重大な不備」の発
生件数を指標とし、０件を目
標値として掲げた。

３件 B B

事務事業事故・ミスの全体におけ
る発生件数は減少したものの、本
市又は本市の住民に対し、大きな
経済的・社会的な不利益を生じさ
せる重大な不備（事故）が発生して
いるため

研修内容の見直しや事務事業事
故等が発生した所属に対するモニ
タリング調査の強化を行い、再発
防止等の措置を徹底させていく。
また、内部統制推進委員会を構成
している各所属と連携し、再発防
止に向けた全庁的な取組を展開し
ていく。

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
課
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外部監査に
関する事務

～
市

（直営）

地方自治法に基
づき、市の組織か
ら独立し、専門的
な知識を有する外
部監査人による監
査を実施すること
によって、事務の
適法性、適正性を
確保し、もって市
政に対する市民の
信頼を確保する。

①外部監査人との
委託契約の締結
②監査のテーマの
決定
③監査の実施
④監査の結果に
関する報告書の作
成及び提出
⑤監査の結果等
に基づき講じた措
置の通知及び公
表

①外部監査人と
の委託契約が
締結されている
か
②監査の結果
に関する報告書
が提出されてい
るか
③監査の結果
等に基づき講じ
た措置の状況が
公表されている
か

①完了
②完了
③完了

①完了
②完了
③完了

一
般
14,902 0 14,900 0.4 0.0

指摘事項に対
する対応率

100% 100% 100% 100%

外部監査人による監査の目
的を考慮すれば、外部監査
人から指摘があった場合に
は、それぞれの所管課が、
指摘された措置を講ずるこ
とができるかどうかを検討す
るなど、指摘事項に対し真
摯に対応することが必要不
可欠である。したがって、指
摘事項に対する対応率を指
標とした。

100% A A
指摘事項等に対し、迅速に対応し
たことにより、事務の適法性、適正
性が確保されたと認められるため

長期的に対応が必要な指摘事項
等もあるため、定期的に措置状況
の確認を行い、その対応状況を公
表していく。

政
策
法
務
課

28
顧問弁護士
による法律
相談事務

～
市

（直営）

市が当事者となっ
た訴訟等の紛争に
適切に対応し、解
決を図る。

定例及び随時の
法律相談の制度
の周知、受付、課
題の整理、顧問弁
護士への連絡、相
談結果の整理

各課の法的課
題を整理し、解
決の道筋を示す
ことができた割
合（法律相談の
件数）

100%
（随時実
施）

100％
（16件）

一
般

3,300 - 3,300 0.3 0.0

各課の法的課
題を整理し、解
決の道筋を示
すことができた
割合（法律相談
の件数）

100%
（随時
実施）

100%
（10件）

100%
（7件）

100%
（10件）

法律相談においては、弁護
士から適切な解決の道筋を
示されることから、100％を
目標値として設定した。
なお、法律相談の件数につ
いて、法律相談は、案件が
あれば実施するものであり、
明確な件数を示すことがで
きないことから、随時実施と
することとした。

100％
（16件）

A A

各課が行う法律相談資料の作成を
支援することにより法的課題を整理
したため、顧問弁護士から的確な
助言を受けることができ、適切な解
決の道筋を得ることができた。

所管課において相談すべきポイン
トを整理しきれないケースが見受け
られるため、その支援を継続する
ほか、職員の法務能力の向上のた
めの研修を引き続き実施する。

政
策
法
務
課

29
弁護士と協
力した訴訟
対応事務

～
市

（直営）

本市が当事者と
なった訴訟等の紛
争に適切に対応す
る。

市を当事者とする
訴訟、調停等への
対応

訴訟、調停等へ
の対応

100%
（随時実
施）

100％
（19件）

一
般

3,030 - 3,850 2.3 0.0

適切に遂行した
訴訟の割合（遂
行した訴訟の件
数）

100%
（随時
実施）

100%
（17件）

100%
（17件）

100%
（21件）

訴訟については、訴訟代理
人と連携し、適切に対応す
る必要があることから、
100％を目標値として設定し
た。
なお、訴訟の件数について
は、提起される案件の予想
が困難であり、明確な件数
を示すことができないことか
ら、随時実施とすることとし
た。

100％
（19件）

A A

職員が指定代理人として訴訟追行
に関与したほか、顧問弁護士等の
訴訟代理人と連携して市の業務の
適法性、妥当性を十分に主張し、
市と市民の利益の保全に寄与し
た。

訴訟を適切に遂行するためには、
顧問弁護士に訴訟委任するほか
本市の職員の法務能力の向上が
求められることから、職員の法務能
力の向上のための研修を引き続き
実施する。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

政
策
法
務
課

30
政策法務ア
ドバイザー
活用事業

～
市

（直営）

政策法務アドバイ
ザーを活用し、政
策法務管理に資
する取組として政
策課題の解決や
局及び課の政策
法務主任者等の
育成を図る。

アドバイザーによ
る特定の政策課題
解決のための講義
及び助言に当たっ
ての課題の整理、
連絡調整、関係課
との協議

研修参加者人
数

10人 16人
一
般

200 - 50 0.7 0.0
研修目的・論点
整理の完了

完了 完了 完了 完了

政策法務アドバイザー活用
事業は、職員の法的素養の
育成と法務を活用した政策
課題の解決を目的としたも
のであるため、研修目的・論
点整理の完了を目標値とし
て設定した。

完了 A A

静岡市不良な生活環境を解消す
るための支援及び措置に関する条
例制定に資するゼミ形式の研修を
実施するとともに、条例の運用等
についての意見聴取を実施するこ
とにより、措置を講じることのできる
条例を制定するために必要な考え
方等を学ぶことができ、法的論点
が整理され、職員の法的素養の育
成にも寄与した。

地方分権の推進と社会情勢の変
化により新たな行政課題が生じて
いる中、自主自立した行政を展開
する上で、政策法務アドバイザー
制度は政策課題の解決と人材育
成に効果を発揮していることから、
引き続き実施していく。

政
策
法
務
課

31
例規管理シ
ステム管理
運用事業

～
市

（委託）

本市の例規をデー
タベース管理し、
内部事務の効率
化を図るとともに、
市のホームページ
に公表することに
より市政の透明性
を確保する。

①例規管理システ
ムの保守管理
②例規管理システ
ムのデータ更新
③年度版例規集
の発行

①システムの保
守管理
②データ更新回
数
③例規集の発
行数

①通年
実施
②４回
③１回

①通年実施
②５回
③１回

一
般

3,509 - 3,509 1.0 0.0

例規管理システ
ムの計画的な管
理の実施（稼働
率）

100% 100% 100% 100%

計画どおり例規管理システ
ムを管理することで、常に市
民及び職員が例規情報を
閲覧できるようにする必要が
あることから、100%を目標値
として設定した。

100% A A

システムの通年にわたる保守管理
を適切に確保し、市の例規を常時
閲覧に供することができた。なお、
例規集の発行も適切に行うととも
に、データの更新を５回実施でき、
提供する例規集の内容を最新に
保つことができた。

例規の改正情報の反映には、即
時性が求められるため、例規デー
タの更新の更なる迅速化に向け、
作業の効率化等を引き続き検討す
る。

政
策
法
務
課

32
要綱公表シ
ステム管理
運用事業

～
市

（委託）

本市の内規である
要綱を市のホーム
ページに公表する
ことにより、市政の
透明性を確保す
る。

①要綱公表システ
ムの保守管理
②要綱公表システ
ムのデータ更新

①システムの保
守管理
②データ更新回
数

①通年
実施
②２回

①通年実施
②２回

一
般

425 - 504 0.1 0.0

要綱管理システ
ムの計画的な管
理の実施（稼働
率）

100% 100% 100% 100%

計画どおり要綱公表システ
ムを管理することで、常に市
民及び職員が要綱情報を
閲覧できるようにする必要が
あることから、100%を目標値
として設定した。

100% A A

システムの通年にわたる保守管理
を適切に確保したほか、計画どお
りの更新を実施し、市の要綱を常
時閲覧に供することができた。

公布手続のない要綱について、漏
らさずシステムに掲載し、内容の正
確性を保つには、各所管課におけ
る重要性の認識と慎重な確認が不
可欠であるため、所管課への周知
を継続して実施する。

人
事
課

33
県技術派遣
職員等負担
金

-
市

（直営）

防犯、暴力追放に
関する業務につい
て、専門的知識、
技術の指導を求め
る。

静岡県から警察職
員１名を派遣職員
として受け入れ、
人件費負担金を
支出する。

負担金の交付
件数

実施 実施
一
般

8,000 - 7,222 0.1 0.0
派遣職員の受
入人数

警察職
員１人

警察職
員１人

警察職
員１人

技術職
員１人
警察職
員１人

事業を実施するため、関係
課の要望に基づき、事業実
施に必要不可欠な警察職
員１人を派遣職員として受
け入れるべき人数を目標値
として設定している。

警察職
員１人

A A
豊富な経験と知識を備えた職員の
受入により、適切な業務実施と本
市職員の育成に貢献した。

県職員の受入にあたり、より効果的
な活用に留意するとともに、その効
果を確認しながら実施する必要が
あるため、引き続き受入先所属に
県職員の勤務状況や事業実施状
況を確認する。

人
事
課

34

働き方改革
推進事業
（テレビ会議
システム導
入事業）

H 31 ～ Ｒ 4
市

（直営）

「静岡市職員テレ
ワーク・ロードマッ
プ（R4.3改訂）」に
基づき職員の働き
方改革を推進する
ため、職員が庁舎
間を移動すること
なく日常的な会
議、打合せ、業務
相談等を行うことが
できる環境を整備
する。

テレビ会議システ
ムの本格導入

テレビ会議シス
テムの適正な管
理の実施

テレビ会
議システ
ムの適正
な管理の
実施

実施
一
般

3,172 - 3,172 0.2 0.0
テレビ会議室の
予約率

80.0% 76.3% 81.1% 57.6%

多くの職員が、テレビ会議シ
ステムを「庁舎間を移動する
ことなく、日常的な会議、打
合せ等を行うことができる環
境である」と評価していると
判断できる割合を、目標値
として設定した。

67.6% B B

テレビ会議室の予約率は、業務に
おけるWeb会議の利用が浸透して
きたこともあり、目標値を下回る結
果となった。一方で、テレビ会議シ
ステムを利用している職員は、一
定程度おり、テレビ会議システムに
よる効果は一定程度得られてい
る。
※令和４年度利用実績
　利用回数：延べ194回、利用人
数：延べ1,337人

職員アンケートによりテレビ会議シ
ステムの利用実態、利用感等を確
認した上で、ニーズに応じた実施
可能な対応を図る。
併せて、テレビ会議システムをより
多く、幅広い機会を捉えて利用し
てもらうため、様々な活用事例を紹
介するなど、更なる周知を図る。

人
事
課

35
人材育成ビ
ジョンの推
進

～
市

（直営）

「使命感と熱意を
持ち、自ら考え行
動する」職員の育
成

ビジョンに基づい
て人材育成事業、
人事評価制度及
び人事制度を効
果的に連動させて
運用し、職員の育
成を行う

①集合研修の
実施
②派遣研修の
実施

①38回
②39人

 40回
②41人

一
般
33,525 - 26,741 4.0 0.0

研修受講後に
自らの行動又は
知識レベルが
変化したと回答
した職員の割合

94.8% 94.5% 96.2% 93.8%
直近３か年の平均値に基づ
き設定した

94.8% A A

研修カリキュラムの見直しを図ると
ともに、研修の狙いを受講者に対
して明確化することで、研修効果を
高めることができた。

評価の著しく低かった研修カリキュ
ラムについては、検証を行い、より
効果のある内容に見直していく。
また、受講できる環境や開催方法
を検討し研修効果を高めていく。
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③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）
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（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

人
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36
被服貸与経
費

-
市

（直営）

職員が職務に従事
する際に着用し、
機能性及び安全
性を確保する。ま
た制服の機能とし
て同一組織に属し
ているという意識を
補完する。

静岡市職員被服
貸与規則に基づ
いた被服の貸与を
する。

対象職員への
貸与実施

実施 実施
一
般
17,336 - 11,604 0.2 0.1

被服を貸与す
べき職員への
期日までの貸与
の実施割合

100% 100% 100% 100%

発注までの集計作業を速や
かに行い、発注時期を早め
ることで、貸与時期までに対
象職員に着実に貸与する目
標を設定した。

100% A A
作業服の貸与、入札、購入及び納
品について、計画通り遅滞なく行う
ことができた。

被服の貸与について、被貸与者、
貸与被服、貸与計画など使用実態
に合わせた見直しの要否等を引続
き検討していく。

職
員
厚
生
課

37
職員健康管
理事業

H 15 ～
市

（直営・委
託）

職員が健康に職務
を遂行できるよう、
職員の疾病の早期
発見、健康の保持
増進を図る。

職員定期健康診
断の実施

①定期健康診
断受診率
②ハイリスク職
員への保健指
導の実施率
③定期健康診
断の要受診者、
がん検診要精
密者への受診
勧奨

①100％

②100％

③100％

①99.78％
②100％
③100％

一
般
67,645 - 47,402 4.0 2.0

がん検診要精
密者の受診率

68.0% 65.7% 64.7% 68.1%

がんは日本人の死因第１位
であり、国民の２人に１人が
生涯のうちがんにかかると
言われている。職員の中に
もがんを理由に離職や病気
休暇・休職になる者がいる。
疾病の早期発見、早期治療
は、職員自身の健康保持だ
けでなく、仕事の生産性、市
民サービスの向上につなが
るため、要精密者の受診率
を指標とする。
直近３か年の実績値のうち、
最高値であった令和元年度
の68.1％と同程度の値とし
た。

68.20% A A

がん検診の結果、要精密者となっ
た職員には、文書による受診勧奨
を実施し、その後受診結果が確認
できていない職員全員にさらに面
接や電話での再勧奨を実施した。
また、保健室たよりの産業医コラム
でがん検診後の要精密検査の重
要性について周知した。
複数回の受診勧奨の結果、目標
値を上回ることができた。

【課題】
がん検診要精密者の未受診の職
員が、受診勧奨後も55人いるた
め、受診につなげる必要がある。
【取組内容】
要精密者への受診勧奨は引き続
き継続する。また、健診結果返却
時に要精密者には、早期精密検
査受診の必要性やその後の検診
内容がわかるパンフレットを同封し
受診を促す。

職
員
厚
生
課

38

市職員互助
会交付金（う
ち互助会と
の共同開催
事業）

H 15 ～
補助等
（市・交付
先）

職員の保健、元気
回復等の福利厚
生（文化体育事
業、スポーツクラブ
利用補助など）

魅力ある庁内体育
大会の実施（互助
会との共同開催）
※投入コストの金
額は互助会交付
金の全体額

①各種大会（卓
球・バレーボー
ル・ボウリング）
の実施方針の
検討
②インフォメー
ション等を利用
した会員への周
知、呼びかけ

①100％
②３回

①100％
②３回

一
般
38,786 - 31,661 1.0 0.0

卓球・バレー
ボール・ボウリン
グ大会のいず
れかへの参加
数（課）

5割以
上

33.0% 18.3% 82.2%

庁内体育大会は３種類実施
しているが、いずれも勤務
時間外に実施しているた
め、開催日に家庭の事情等
で参加したくても参加できな
い職員がいることと、新型コ
ロナウイルス感染症の影響
により参加を自粛する傾向
となる可能性があるものの、
感染者が増加傾向にない
現状を鑑み、参加率50％以
上に設定した。

30.68 C B

新型コロナウィルス感染症の影響
も少なくなり、３競技とも実施予定
で準備を進めていたが、９月23日
及び24日の台風15号により市内で
甚大な被害を受けたため、卓球及
びバレーボール大会は中止となっ
た。災害及び災害後対応もあり、
参加者は目標値に届かなかったも
のの、ボーリング大会のみ実施す
ることができた。

【課題】
・会場（体育館）の確保
・参加者数の増
【取組内容】
・参加しやすい環境づくり（チーム
構成、日程）
・参加したいと思う周知方法


